
確
定

月 日

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード（

項
１）

漓
労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号 （

項
２）

※ 各 種 区 分
管轄（2）保険関係等 業 種 産業分類

滷増加年月日（元号：令和は９）

元号 年 月 日

（

項
３）

澆事業廃止等年月日（元号：令和は９）

年 月 日

（

項
４）

（

項
５）

潺常時使用労働者数
十 万 千 百 十 人

（

項
６）

潸雇用保険被保険者数
十 万 千 百 十 人

（

項
７）

（

項
９）

（

項

）10

澀

区 分

労働保険料

労災保険分

（イ）

（ロ）

（ホ）

（ヘ）

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

（

項

）11

（

項

）13

（

項

）18

（

項

）35

（イ）

（ロ）

（ホ）

（ヘ）

1000分の

1000分の

1000分の

1000分の

（イ）

（ロ）

（ホ）

（ヘ）

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

（

項

）12

（

項

）14

（

項

）19

潭

区 分

労働保険料

労災保険分

雇用保険分

（イ）

（ロ）

（ホ）

（

項

）20

（

項

）22

（

項

）26

（イ）

（ロ）

（ホ）

1000分の

1000分の

1000分の

（イ）

（ロ）

（ホ）

（

項

）21

（

項

）23

（

項

）27

澎事業主の郵便番号（変更のある場合記入）

※検算有無区分

（
項

）28

（

項

）31

※算調対象区分（

項

）32

※データ指示コード（

項

）33

※再入力区分（

項

）34

※修正項目

澑事業主の電話番号（変更のある場合記入） （

項

）29

（

項

）30
濂

延納の申請 納付回数

（

項

）36一 般 拠 出 金
（注１）

潛

（注1）
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
35
条
第
１
項
に
基
づ
き
、

労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
一
般
拠
出
金

（注2）

澂保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額

潯保険料・一般拠出金算定基礎額 濳確定保険料・一般拠出金額（潯×潛）

潘概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額（澂×潼）

保険料・一般拠出金率

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

円

円

円

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

潼 保 険 料 率

千円

千円

千円

円

円

円

円

千円

千円

千円

千円

元号

， ，

， ，

， ，

， ，

， ， ，

， ， ，

， ， ，

， ， ，

， ，

， ，

， ，

， ， ，

， ， ，

， ， ，

算 定 期 間 ま で

算 定 期 間 ま でか ら年 月 日 年 月 日

年

雇用保険分

一
般
拠
出
金
は
延
納
で
き
ま
せ
ん

（

な
る
べ
く
折
り
曲
げ
な
い
よ
う
に
し
、
や
む
を
え
な
い
場
合
に
は
折
り
曲
げ
マ
ー
ク

の
所
で
折
り
曲
げ
て
下
さ
い｡）

潦 申 告 済 概 算 保 険 料 額

（潦－濳の（イ））

円 円

濘充当意思

円

澳申 告 済 概 算 保 険 料 額

澡 増 加 概 算 保 険 料 額
（潘の（イ）－澳）

（

項

）38

（潦－濳の（イ））

１:労働保険料
のみに充当

２:一般拠出金
のみに充当

３:労働保険料
及び一般拠
出金に充当

（濳の（イ）－潦）

（

項

）37

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

（ ）

第
２
期

第
３
期

（イ）概算保険料額
（潘の（イ）÷濂＋次期
以降の円未満端数）

（チ）概算保険料額
（潘の（イ）÷濂）

（ル）概算保険料額
（潘の（イ）÷濂）

（リ）労働保険料充当額
（澣の（イ）－澤の（ロ））

（ヲ）労働保険料充当額
（澣の（イ）－澤の（ロ）－澤の（リ））

（ヌ）第２期納付額
（（チ）－（リ））

（ワ）第３期納付額
（（ル）－（ヲ））

（ニ）今期労働保険料
（（イ）－（ロ）又は（イ）＋（ハ））

澹保険関係成立年月日

濆事 業 廃 止 等 理 由

郵便番号

濕特掲事業
（イ）該 当 す る

（ロ）該 当 し な い

濬

事

業

（イ）所 在 地

（ロ）名 称

濔

事

業

主

（ ）

（ロ）名 称

（ハ）氏 名

（ ）法人のときは
代表者の氏名

（ヘ）一般拠出金額
（濳の（ヘ）－澤の（ホ））

（ホ）一般拠出金充当額
（澣の（イ）（ ））一般拠出金分のみ （注２）

全
期
又
は

第
１
期（

初
期）

（ ）

（ロ）労働保険料充当額
（澣の（イ）（ ））労働保険料分のみ

法人のときは
主たる事務所
の所在地

事 業 又 は

作 業 の 種 類

電話番号

澪

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円円 円 円

濟加入している

労働保険

（イ）住 所

（イ）労 災 保 険

（ロ）雇 用 保 険

（ハ）不足額（澣の（ハ）） （ト）今期納付額（（ニ）＋（ヘ））

（1）廃止 （2）委託

（3）個別 （4）労働者なし

（5）その他

法人番号濱 （

項

）39， ， ，

澣

潯濳澂潘澣の（ロ）欄の金額の前に「 」記号を付さないで下さい。

※事業廃止等理由

※保険関係 ※片保険理由コード

標準
字体

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いします。
第３片「記入に当たっての注意事項」をよく読んでから記入して下さい。

差 引 額

澤

期

別

納

付

額

円

充 当 額 不 足 額

還 付 額

（イ） （ハ）

（ロ）

労働保険 概算･増加概算･確定保険料

石綿健康被害救済法 一般拠出金
申告書

下記のとおり申告します。

継 続 事 業
（一括有期事業を含む。）

円

円

か ら年 月 日 年 月 日

あて先 〒

労働保険特別会計歳入徴収官殿

保
険
料
算
定
内
訳

概
算･

増
加
概
算
保
険
料
算
定
内
訳

（１枚目はきりはなさないで下さい｡）き り と り 線

領 収 済 通 知 書
取 扱 庁 名

労働保険 国庫金
※取扱庁番号

徴収勘定 保険料収入及び
一般拠出金収入

（記入例）

◎数字は記入例にならって黒のボールペンで力を入れて枠からはみださないように記入して下さい。

労働保険
特別会計

厚生労働省
所 管 令和 年度

労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号 （

項
１）

※ＣＤ ※証券受領

全
部

一
部 翌年度５月１日以降 現年度歳入組入

会計年度（元号：令和は９）

元号 年度

（

項
２）

徴定年度（元号：令和は９）

元号 年度

（

項
３）

収納年月日（元号：令和は９）

元号 年 月 日

（

項
４）

納付の目的

1．令和

年度
概算

期

2．
増加概算…１
料率引上…２

期別の表示
全期･1（初）期…１
２期……………２
３期……………３
４期（翌年度第1期）

……………４

3．令和

年度
確定

（住所）〒

（氏名）

殿

納付の場所 日本銀行（本店・支店・代理店又は歳入代理店）、所轄都道府県労働局、所轄労働基準監督署

収納区分 （

項
５）

※収納
機関 （

項
６）

※認決
区分 （

項
７）

※徴定 （

項
８）

※データ
指示コード（

項
13）

※内証券受領

円

内

訳

労 働

保険料

一 般

拠出金

納 付 額

（合 計 額）

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 （

項
10）， ， ，

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 （

項
11）， ， ，

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 （

項
12）， ， ，

上記の合計額を領収しました。

領 収 日 付 等

（官庁送付分）

◎
第
３
片
裏
面
の
注
意
事
項
を
よ
く
読
ん
で
、

太
線
の
枠
内
を
記
入
し
て
下
さ
い
。

◎
こ
の
書
面
は
、

機
械
処
理
さ
れ
ま
す
の
で
、

汚
し
た
り
折
り
曲
げ
た
り
し
な
い
で
下
さ
い
。

※ ※ ※

※

あて先

〒

様式第６号（第２４条、第２５条、第３３条関係）（甲）（１）

提 出 用

社会保険

労 務 士

記 載 欄

作 成 年 月 日 ・
提 出 代 行 者 ・
事 務 代 理 者 の 表 示

氏 名 電 話 番 号



確
定

月 日

種 別 ※修正項目番号 ※入力徴定コード（

項
１）

漓
労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号 （

項
２）

※ 各 種 区 分
管轄（2）保険関係等 業 種 産業分類

滷増加年月日（元号：令和は９）

元号 年 月 日

（

項
３）

澆事業廃止等年月日（元号：令和は９）

年 月 日

（

項
４）

（

項
５）

潺常時使用労働者数
十 万 千 百 十 人

（

項
６）

潸雇用保険被保険者数
十 万 千 百 十 人

（

項
７）

（

項
９）

（

項

）10

澀

区 分

労働保険料

労災保険分

（イ）

（ロ）

（ホ）

（ヘ）

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

（

項

）11

（

項

）13

（

項

）18

（

項

）35

（イ）

（ロ）

（ホ）

（ヘ）

1000分の

1000分の

1000分の

1000分の

（イ）

（ロ）

（ホ）

（ヘ）

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

（

項

）12

（

項

）14

（

項

）19

潭

区 分

労働保険料

労災保険分

雇用保険分

（イ）

（ロ）

（ホ）

（

項

）20

（

項

）22

（

項

）26

（イ）

（ロ）

（ホ）

1000分の

1000分の

1000分の

（イ）

（ロ）

（ホ）

（

項

）21

（

項

）23

（

項

）27

澎事業主の郵便番号（変更のある場合記入）

※検算有無区分

（
項

）28

（

項

）31

※算調対象区分（

項

）32

※データ指示コード（

項

）33

※再入力区分（

項

）34

※修正項目

澑事業主の電話番号（変更のある場合記入） （

項

）29

（

項

）30
濂

延納の申請 納付回数

（

項

）36一 般 拠 出 金
（注１）

潛

（注1）
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
第
35
条
第
１
項
に
基
づ
き
、

労
災
保
険
適
用
事
業
主
か
ら
徴
収
す
る
一
般
拠
出
金

（注2）

澂保 険 料 算 定 基 礎 額 の 見 込 額

潯保険料・一般拠出金算定基礎額 濳確定保険料・一般拠出金額（潯×潛）

潘概 算 ・ 増 加 概 算 保 険 料 額（澂×潼）

保険料・一般拠出金率

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

円

円

円

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

千 百 十 億 千 百 十 万 千

潼 保 険 料 率

千円

千円

千円

円

円

円

円

千円

千円

千円

千円

元号

， ，

， ，

， ，

， ，

， ， ，

， ， ，

， ， ，

， ， ，

， ，

， ，

， ，

， ， ，

， ， ，

， ， ，

算 定 期 間 ま で

算 定 期 間 ま でか ら年 月 日 年 月 日

年

雇用保険分

一
般
拠
出
金
は
延
納
で
き
ま
せ
ん

（

な
る
べ
く
折
り
曲
げ
な
い
よ
う
に
し
、
や
む
を
え
な
い
場
合
に
は
折
り
曲
げ
マ
ー
ク

の
所
で
折
り
曲
げ
て
下
さ
い｡）

潦 申 告 済 概 算 保 険 料 額

（潦－濳の（イ））

円 円

濘充当意思

円

澳申 告 済 概 算 保 険 料 額

澡 増 加 概 算 保 険 料 額
（潘の（イ）－澳）

（

項

）38

（潦－濳の（イ））

１:労働保険料
のみに充当

２:一般拠出金
のみに充当

３:労働保険料
及び一般拠
出金に充当

（濳の（イ）－潦）

（

項

）37

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

（ ）

第
２
期

第
３
期

（イ）概算保険料額
（潘の（イ）÷濂＋次期
以降の円未満端数）

（チ）概算保険料額
（潘の（イ）÷濂）

（ル）概算保険料額
（潘の（イ）÷濂）

（リ）労働保険料充当額
（澣の（イ）－澤の（ロ））

（ヲ）労働保険料充当額
（澣の（イ）－澤の（ロ）－澤の（リ））

（ヌ）第２期納付額
（（チ）－（リ））

（ワ）第３期納付額
（（ル）－（ヲ））

（ニ）今期労働保険料
（（イ）－（ロ）又は（イ）＋（ハ））

澹保険関係成立年月日

濆事 業 廃 止 等 理 由

郵便番号

濕特掲事業
（イ）該 当 す る

（ロ）該 当 し な い

濬

事

業

（イ）所 在 地

（ロ）名 称

濔

事

業

主

（ ）

（ロ）名 称

（ハ）氏 名

（ ）法人のときは
代表者の氏名

（ヘ）一般拠出金額
（濳の（ヘ）－澤の（ホ））

（ホ）一般拠出金充当額
（澣の（イ）（ ））一般拠出金分のみ （注２）

全
期
又
は

第
１
期（

初
期）

（ ）

（ロ）労働保険料充当額
（澣の（イ）（ ））労働保険料分のみ

法人のときは
主たる事務所
の所在地

事 業 又 は

作 業 の 種 類

電話番号

澪

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円円 円 円

濟加入している

労働保険

（イ）住 所

（イ）労 災 保 険

（ロ）雇 用 保 険

（ハ）不足額（澣の（ハ）） （ト）今期納付額（（ニ）＋（ヘ））

（1）廃止 （2）委託

（3）個別 （4）労働者なし

（5）その他

法人番号濱 （

項

）39， ， ，

澣

潯濳澂潘澣の（ロ）欄の金額の前に「 」記号を付さないで下さい。

※事業廃止等理由

※保険関係 ※片保険理由コード

標準
字体

OCR枠への記入は上記の「標準字体」でお願いします。
第３片「記入に当たっての注意事項」をよく読んでから記入して下さい。

差 引 額

澤

期

別

納

付

額

円

充 当 額 不 足 額

還 付 額

（イ） （ハ）

（ロ）

労働保険 概算･増加概算･確定保険料

石綿健康被害救済法 一般拠出金
申告書

下記のとおり申告します。

継 続 事 業
（一括有期事業を含む。）

円

円

か ら年 月 日 年 月 日

あて先 〒

労働保険特別会計歳入徴収官殿

保
険
料
算
定
内
訳

概
算･

増
加
概
算
保
険
料
算
定
内
訳

取 扱 庁 名

労働保険 国庫金
※取扱庁番号

徴収勘定 保険料収入及び
一般拠出金収入

労働保険
特別会計

厚生労働省
所 管 令和 年度

労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

全
部

一
部 翌年度５月１日以降 現年度歳入組入

会計年度（元号：令和は９）

元号 年度

徴定年度（元号：令和は９）

元号 年度

納付の目的

1．令和

年度
概算

期

2．
増加概算…１
料率引上…２

期別の表示
全期･1（初）期…１
２期……………２
３期……………３
４期（翌年度第1期）

……………４

3．令和

年度
確定

（住所）〒

（氏名）

殿

※認決
区分 ※内証券受領

円

内

訳

労 働

保険料

一 般

拠出金

納 付 額

（合 計 額）

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

上記の合計額を領収しました。

領 収 日 付 等

※ＣＤ ※証券受領

※ ※

収納区分※

領 収 控

（収納機関用）

様式第６号（第２４条、第２５条、第３３条関係）（甲）（２）

事業主控



取 扱 庁 名

労働保険 国庫金
※取扱庁番号

徴収勘定 保険料収入及び
一般拠出金収入

労働保険
特別会計

厚生労働省
所 管 令和 年度

労働
保険
番号

都道府県 所掌 管 轄 基 幹 番 号 枝 番 号

全
部

一
部 翌年度５月１日以降 現年度歳入組入

会計年度（元号：令和は９）

元号 年度

徴定年度（元号：令和は９）

元号 年度

納付の目的

1．令和

年度
概算

期

2．
増加概算…１
料率引上…２

期別の表示
全期･1（初）期…１
２期……………２
３期……………３
４期（翌年度第1期）

……………４

3．令和

年度
確定

（住所）〒

（氏名）

殿

※認決
区分 ※内証券受領

円

内

訳

労 働

保険料

一 般

拠出金

納 付 額

（合 計 額）

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

上記の合計額を領収しました。

領 収 日 付 等

※ＣＤ ※証券受領

※ ※

収納区分※

納付書・領収証書

（納付者渡し）納付の場所 日本銀行（本店・支店・代理店又は歳入代理店）、所轄都道府県労働局、所轄労働基準監督署



注 意 事 項

１ ※印のついた欄は記入しないで下さい。

２ 納付額を記入するときは、必ずその前に「 」記号を付し、内訳についても記入して下さい。

３ この納付書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付の場所に提出して下さい。

（3.3）

様式第６号（第２４条、第２５条、第３３条関係）（甲）（３）

申告書
（提出用）

納付書
１ ２ ３

３

図１

申告書
（提出用）

納付書
１ ２ ３

２

図２

申告書
（事業主控）

１ で表示された枠（以下「記入枠」という｡）に記入する文字は、光学文字読取装置（ＯＣＲ）で直接読み取りを
行うので、この用紙は汚したり、必要以上に折り曲げたりしないこと。

２ 記入すべき事項のない欄又は記入枠は、空欄のままとし、事項を選択する場合には該当事項を○で囲むこと。なお、※印
のついた欄又は記入枠には記入しないこと。

３ 記入枠の部分は、必ず、黒色のボールペンを使用し、申告書右上に記載された「標準字体」にならって、枠からはみださ
ないように大きめのカタカナ、漢字、ひらがな及びアラビア数字で明瞭に記入すること。

４ 漓欄には、付与されている労働保険番号を記入すること。
５ 滷欄には、増加概算保険料申告書として提出する場合に保険料算定基礎額の見込額が増加した年月日を記入すること。
６ 澆欄及び濆欄には、確定保険料及び一般拠出金を申告する場合であって、（１）事業の廃止、（２）個別加入から委託加入に

変更（事務組合から他の事務組合に委託換えした場合を含む｡）、（３）委託加入から個別加入に変更、（４）労働者を使用しな
くなったこと（（１）に該当する場合を除く｡）、（５）その他（他の都道府県への事業移転等）の事実があったときにその年月
日を記入し、該当事項を○で囲むこと。

７ 潺欄には、年度更新の際において、確定保険料・概算保険料及び一般拠出金申告書（以下「年度更新用申告書」という｡）
として提出する場合には、その保険年度の直前の保険年度に属する各月の末日（賃金締切日がある場合には、各月の末日の
直前の賃金締切日）における使用労働者数の合計数を１２（当該直前の保険年度の中途に労働保険の保険関係が成立した事
業にあっては、労働保険の保険関係が成立した日の属する月以後の月であって当該直前の保険年度に属する月の月数）で除
した数を記入すること。なお、船渠、船舶、岸壁、波止場、停車場又は倉庫における貨物の取扱いの事業及び徴収法第７条
の規定により一の事業とみなされた事業については、当該直前の保険年度における１日平均使用労働者数（延使用労働者数
を当該直前の保険年度中の所定労働日数で除した数）を記入すること。

８ 潸欄には、年度更新の際において、年度更新用申告書として提出する場合には、前年度における１ヵ月平均雇用保険被保
険者数を記入すること。

９ 潯欄及び澂欄には、次により記入すること。
（１）（ロ）の額と（ホ）の額が同じ場合には（イ）欄のみ記入し、（ロ）の額と（ホ）の額が異なる場合には（ロ）及び（ホ）の各欄に

記入すること。
（２） 労災保険のみの保険関係が成立している場合には（ロ）に記入し、雇用保険のみの保険関係が成立している場合には、

（ホ）に記入すること。
（３） 潯欄の（ヘ）には、一般拠出金の算定基礎となる賃金総額を記入すること。
（４） その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てること。
（５） この申告書を年度更新の際において、年度更新用申告書として提出する場合には、労災保険と雇用保険の保険関係が

共に成立している場合には潯欄の（イ）の額又は（ロ）の額と（ホ）の額の合計額と次の保険年度の保険料算定基礎額の見込
額とを比較し、また、労災保険又は雇用保険のいずれか一方の保険関係が成立している場合には潯欄の（ロ）又は（ホ）の
額と次の保険年度の保険料算定基礎額の見込額とを比較して、次の保険年度の保険料算定基礎額の見込額が、潯欄の
１００分の５０以上１００分の２００以下であるときは、澂欄の（イ）から（ホ）までについては潯欄の（イ）から（ホ）まで
の額をそれぞれ記入すること。

10 濳欄の（ロ）及び（ホ）に記入した場合には、その合計額を（イ）に記入すること。
11 濳欄の（ヘ）には、潯欄の（ヘ）の額に潛欄の（ヘ）の率を乗じた額を記入すること。
12 潘欄の（ロ）及び（ホ）に記入した場合には、その合計額を（イ）に記入すること。
13 澎欄及び澑欄には、年度更新の際において、年度更新用申告書として提出する場合に、変更があるとき記入すること。
14 濂欄には、概算保険料を延納する場合の納付回数を記入すること。
15 潦欄には、確定保険料及び一般拠出金申告書又は年度更新の際において、年度更新用申告書として使用する場合には、既

に納付した概算保険料の額を記入すること。
16 澳欄には、この申告書を増加概算保険料申告書として使用する場合には、申告済の概算保険料の額を記入すること。
17 澤欄の（ニ）に記入した額を納付書の「労働保険料」欄へ、（ヘ）に記入した額を納付書の「一般拠出金」欄へ、（ト）に記入

した額を納付書の「納付額（合計額）」欄へそれぞれ転記すること。
18 澪欄には、「労災保険率表」の事業の種類又は「第２種特別加入保険料率表」の事業若しくは作業の種類を記入すること。
19 濬欄には、保険関係が成立した事業の所在地及び名称を記入すること。
20 濔欄には、事業主の住所（法人のときは主たる事務所の所在地）・名称・氏名（法人のときは代表者の氏名）について記

入すること。
21 濘欄には、既に納付した概算保険料の額のうち、確定保険料の額を超える額について、次の保険年度の概算保険料や一般

拠出金に充当することを希望する場合に、該当する番号を記入すること。
22 労災保険の特別保険料の納付に当たってもこの申告書を添えることとし、潯欄から潘欄までについては、（ロ）を必ず記

入すること。
23 濱欄には、法人番号が指定されている場合、指定された法人番号を記入すること。

※ 雇用保険被保険者の資格がある者については、その者に係る「雇用保険被保険者資格取得届」を所轄公共職業安定所に提
出する必要があること。

きょ

〔記入に当たっての注意事項〕

１ この様式は、ノーカーボンの３枚１組となっていますが、記入するに当たっては、まずこの

注意事項の部分を図１のように下の切りとり線から切り離して下さい。

２ 複写先の紙面が汚れやすいので、注意しながらボールペンで記入して下さい。

３ 申告書及び納付書の記入が終わりましたら、申告書の事業主控を切り取って保存して下さい。

この場合、残りの提出用申告書と納付書は切り離さないように注意して下さい。

申告書に保険料等を添えて日本銀行（本店、支店、代理店又は歳入代理店）、所轄都道府県

労働局又は所轄労働基準監督署の窓口へ提出するときは図２のようになります。

４ この申告書及び納付書は、なるべく折り曲げないようにし、やむをえない場合には折り曲げ

マーク（ ）の所で折り曲げて下さい。

この申告書は、納付する保険料等を添えて日本銀行（本店、支店、代理店又は歳入代理店）、

所轄都道府県労働局又は所轄労働基準監督署のいずれかに提出して下さい。

○取扱上の注意


